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               フェロシルト撤去の措置命令に関する要望書　

　岐阜県は2005年11月21日付で、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「法」とします）第19条の5の1項に基づき、石原産業に「フェロシルトの不法投棄及び委託基準違反を行ったことにより、生活環境保全上の支障が生ずるおそれがある」として撤去の措置命令を出しました。措置命令の履行期限は2006年2月28日です。措置命令に対する罰則は第32条2項で1000万円以下の罰金が科せられるとなっています。

措置命令の内容はフェロシルトとフェロシルトを含んだ土砂の撤去と適正な処理及び撤去後の整地や造成を命じたものです。岐阜県内の撤去量（岐阜市内分を除く）は土砂混じりのため約８万トンと大量で、遂行には一定期間と多数の重機や搬出車輌が必要です。フェロシルトの範囲と量を確認するためのボーリング調査など測量期間も必要です。撤去後の造成で新たな土砂搬入が必要な場合はさらに時間がかかり、一朝一夕に完了させることは困難です。

　住民は早期撤去を待ち望んでいます。石原産業には撤去の意志があり、履行中です。

撤去の措置命令遂行には地権者の早期協力が不可欠です。多くの地権者は措置命令以前より生活環境保全の立場から、石原産業に一刻も早い撤去を要求し、地域が撤去の監視に当たっている所もあります。

　ところが岐阜県内では地権者が石原産業の立入や撤去を認めない所、関連業者の分析で六価クロムが土壌環境基準の64倍という特別管理産業廃棄物とすべき値の場所で測量がやっと最近終わったが撤去の見通しが立たない所などが3ヶ所にあります。
(１)　岐阜県廃棄物の適正処理等に関する条例（以下、「条例」）第13条（土地所有者等の義務）第3項には所有したり管理する土地で廃棄物の不適正処理が行われたことを知ったときは、「土地所有者等は、原状回復のため、その権限により容易に対処することができると認められる措置を講ずるよう努める」とあります。

   フェロシルトを商品として使用した土地所有者等は、岐阜県が2005年11月9日に行った石原産業の刑事告発や2005年11月21日のフェロシルト撤去の措置命令によってフェロシルトが産業廃棄物に該当することを知った可能性があります。この場合「土地所有者等は、原状回復のため」石原産業の撤去に協力するよう努めることが土地所有者等の義務です。

　知事が作った条例第13条3項に則り地権者が義務を果たすよう注意を喚起すべきです。

(２)　また、岐阜県廃棄物の適正処理等に関する条例（平成11年3月16日条例10号）第13条4項では「知事は、県内の土地において廃棄物の不適正処理が行われたことを知った場合において、当該廃棄物の不適正処理に関し土地所有者等の責に帰すべき事由があると認めるときは、当該土地所有者等に対し、その権限により容易に対処することができると認められる措置を講ずべき旨の勧告をすることができる。」と定めています。わたしたちが心配している3ヶ所はまさに土地所有者等が石原産業の立入や調査及び撤去を拒んでいる状況であり、「廃棄物の不適正処理に関し土地所有者等の責に帰すべき事由があると認めるとき」に該当します。そして土地所有者等が「生活環境保全上の支障が生ずるおそれがある」フェロシルト撤去のために石原産業に協力することは「その権限により容易に対処することができると認められる措置」にあたります

(３)　地権者の権利は守られなければなりません。同時に地権者は住民の健康被害が懸念される状況から撤去の措置命令がなされたことを理解しなければなりません。

  民法（基本原則）第1条第1項で「私権は、公共の福祉に適合しなければならない。」とし、第3項で「権利の濫用は、これを許さない。」と定めています。

　地権者と石原産業との協議が合意に至らないために撤去が困難な状況にあるとしたら、これは地権者による撤去の妨害であり、地権者の権利の濫用です。

以上のことから、措置命令を発し、条例を制定した知事に以下のことを要望します。

　なお、2006年2月17日までに、文書にて回答をお願いします。

記

１．知事は地権者に措置命令及び条例第13条第3項、第４項の主旨が理解され、それによってフェロシルト撤去の措置命令が期限内に履行されるよう、注意を喚起してください。

２． 法は岐阜県内の3ヶ所のように措置命令に対し地権者が立入や撤去を拒む状況は想定していません。立入や撤去を拒む地権者に対し法の適用がなされるよう、関係機関に提言してください。

以上

